憲法共同センター第2回総会への基調報告(案)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
憲法共同センター事務局

1.はじめに

(1)　2015年夏、日本を戦争する国に変える憲法違反の法律＝戦争法案の成立に反対する市民、団体の共同の取り組みはかつてなく高まり、「60年安保」とは様相が異なる歴史的なたたかいとなった。
国会周辺の行動には、戦後70年間に培われた平和主義の意識に根差した市民の自発的な参加が多数あり、安保法制に反対する学者の会や、SEALDｓ、安保関連法案に反対するママの会などの新しい形の市民運動がたたかいを大きく盛り上げた。

　国会周辺の行動と全国各地の行動が響き合い、「戦後を70年で終わらせるな」「戦争する国に後戻りさせるな」「立憲主義、民主主義守れ」、の声が広がった。

　国会の外での市民の声が国会内の政党間共闘を強固にし、戦争法案審議中にこれに反対する野党の党首会談が6回開かれ、最終局面では内閣不信任案が共同提出された。
　戦争法は、9月19日の未明に強行成立されられたが、その直後から平和主義、立憲主義、民主主義守を取り戻す取り組みが開始されている。日本共産党が戦争法廃止と集団的自衛権容認の閣議決定の撤回を目的とする「国民連合政府」を提唱するなど、政治の新しい動きも始まった。

(2)　今回の総会は、安倍政権が解釈改憲に大きく踏み出す集団的自衛権行使容認の閣議決定への動きを強めていた2014年5月に発展、改組した憲法共同センターの1年間の運動の到達点と教訓を共有して引き継ぎ、戦争法廃止の一点共闘をさらに大きく発展させるために開催する。

憲法擁護、9条改憲反対の明確な主張をもつ民主団体、労働組合の運動を調整し統一的な対応をめざす目的で再スタートした憲法共同センターが果たした1年間の役割を確認し、引き続くたたかいでの奮闘の決意を固めあいたい。
１　一年余の取り組みを振り返って
(1)　2014年5月15日に「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会（安保法制懇）」が、現行憲法下でも集団的自衛権の行使及び集団的安全保障への参加は容認されるとする「報告書」を取りまとめた。
憲法9条にかかわる従来の政府見解を変更する閣議決定をめざしていた安倍首相は、「報告書」に先立って内閣法制局長官を更迭するなどして体制を固めていた。
このような安倍内閣の改憲暴走にストップをかける国民運動をつくり出す共闘づくりが求められた情勢のもと、2014年5月に、憲法共同センターに発展、改組した。
同じ時期に、「解釈で憲法9条を壊すな！実行委員会（9条壊すな！実行委員会）」や「戦争をさせない1000人委員会（1000人委員会）」、「立憲デモクラシーの会」などの共闘組織が様々に結成されはじめていた。
また、「東北6県　市町村長9条の会連合会」の結成などにも示されるように、10数年にわたって草の根の運動を広げていた「9条の会」の取り組みも再活性化し、改憲暴走に対する懸念が保守層にも広がりはじめていた。
さらに、日弁連や各県の弁護士会も「9条守れ、立憲主義守れ」の立場から積極的な運動を開始していた。
　憲法共同センターの改組は、これらの運動、共同を総結集する一点共闘の結成と、憲法を守り生かすことを正面に掲げて、その中での積極的な役割を果たす決意を内外に発信するものとなった。
(2)　2014年7月1日、安倍政権は集団的自衛権行使容認の閣議決定をおこなった。その前日と当日には、市民団体の呼びかけで官邸前行動が行われ、深夜まで怒りの声をあげ続けた。
2011年3月の東日本大震災と福島原発事故以降の「官邸前行動」などのあらたな運動が、集団的自衛権行使容認の閣議決定の撤回、戦争法案の提出反対のたたかいに引き継がれていることを示すものであった。
　憲法共同センターは、2014年8月時点で190地方議会が集団的自衛権行使に反対する意見書を可決した動きもふまえた「9の日」宣伝や各団体の署名、地方議会要請、議員要請などの取り組みを進めた。同時に、先の閣議決定撤回、戦争する国づくり反対の立場で取り組みを開始していた「9条壊すな！実行委員会」と「1000人委員会」に対し、政治的主張や立場、過去のいきさつを乗りこえる三者の共闘を申し入れ、協議を続けた。

　10月下旬、①集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回、日米ガイドライン・戦争関連法改定反対と安倍政権退陣に加え、②関連課題として沖縄辺野古沖への新基地建設反対、原発再稼働反対も視野に入れた共闘の組織、「戦争させない・9条壊すな！総がかり行動実行委員会（総がかり行動実行委員会）」の結成に合意した。
この合意をふまえ、総選挙投票日翌日の2014年12月15日に総がかり行動実行委員会は正式に発足し、通常国会開始日の国会包囲行動から取り組みを開始した。

　年末総選挙の小選挙区制マジックで、自民党・公明党が衆議院の3分の2の議席を得た政治状況のもと、憲法擁護の立場でのたたかいを続けてきた諸団体が大同団結した総がかり行動実行委員会の結成には、市民運動の受け皿としての期待も寄せられた。

(3)　 2015年2月に入り、自民、公明両党は、「安全保障法制整備に関する与党協議会」を再開し、3月20日に「合意」に達した。これを受けて政府は法案作成作業を加速させ、5月14日に安全保障法関連2法案（国際平和支援法案及び平和安全法制整備法案＝戦争法案）を閣議決定し、翌15日に国会に提出した。また、法案作成状況もふまえて4月27日に日米ガイドラインの再々改定に合意し、訪米した安倍首相がアメリカ議会で「2015年夏までの戦争法成立」を発言するなど、当初から日米軍事同盟強化目的の戦争法案であることを物語ってきた。
　情勢が激変する中、総がかり行動実行委員会は、1月段階で、5月3日の憲法集会の共同開催を決定し、横浜・臨港パークでの開催に向けた準備を開始した。この集会の準備が、総がかり行動実行委員会の運営を実質化させ、体制を確立することとなった。
この集会準備は、憲法共同センターにとっても、参加団体間相互の連携を深め、統一した対応を行い、地方の共同センターとの協力関係を前進させるなどの点で重要な取り組みとなった。

地方段階では、日本弁護士連合会（日弁連）が2014年年末から取り組んでいたキャラバン行動に各地の共同センターが協力し、それらの取り組みも通じて戦争法反対の一点共闘の論議が開始されるなど、全国的なたたかいの準備も進んだ。

　5月3日の横浜・臨港パークでの憲法集会には、主催者の予想を超える3万人以上の人々が参加し、野党4党（民主、共産、生活、社民）の代表もかけつけ、マスコミが大きく報道するなど、戦争法案廃案をめざすたたかいへの大きな狼煙をあげることとなった。

(4)　5月15日に戦争法案が国会に提出されて以降、総がかり行動実行委員会は、毎週木曜日連続国会前行動、審議の節目での大規模な国会包囲行動や連続の座り込み行動、毎週火曜日全国いっせい宣伝行動などを実施するとともに、これらと連携した全国での取り組み強化を呼びかけた。
　憲法共同センターは、総がかり行動実行委員会の行動に統一的に対応するとともに、情勢の変化に応じ、独自の署名提出行動や定例宣伝の強化などを呼びかけた。また、事務局団体(全労連・民医連・新婦人・憲法会議)に自由法曹団の参加を要請し、体制を強化した。
　2015年6月4日の衆議院憲法審査会に出席した3人の憲法学者は、そろって戦争法案の違憲性を指摘した。それまでの国会論戦でも明らかになりつつあった戦争法案の争点が、憲法違反、平和主義破壊、立憲主義破壊という点にあることをより明確にし、国民世論を大きく喚起することとなった。

また、安倍首相などは、合憲性を主張する根拠に最高裁砂川事件判決と1972年政府見解を持ち出したが、破たんした論理にしがみつく姿勢に、「反対」「政府の説明不足」の世論をより高めることとなった。

さらに、「安保関連法案に反対し、そのすみやかな廃案を求める憲法研究者の声明」（6月3日）が出され、「『戦争する国』へすすむ安全保障関連法案に反対します」との安全保障関連法案に反対する学者の会のアピール賛同署名が6月から開始された。
同様の声明、アピールは、映画人9条の会や演劇人、宗教者などからも連続して出された。各大学での「有志の会」での取り組みや、SEALDsの毎週金曜日国会行動が開始されたのも6月初中旬であった。

戦争法反対の市民の運動が急速に広がりはじめた。
　野党の国会論戦は、政府のウソとごまかしを次々に暴露し、しばしば答弁不能に陥り、戦争法案の違憲性をあぶりだし、平和主義、立憲主義、民主主義をふみにじる暴走であることを明らかにした。
(5)　当初の通常国会会期末に向け、国民的な反対運動が各階層、団体や各地で強まる中、政府は9月27日までの95日間の会期延長を決定し、追い詰められながらも戦争法案強行の姿勢を強めた。

　戦争法案は、7月16日に衆議院本会議で強行採決された。この暴挙に対し、総がかり行動実行委員会は7月14日から17日の連続行動をよびかけた。行動には連日、数万人の市民が駆けつけ、SEALDsなどとの共同も前進した。
戦争する国づくり反対の平和主義と憲法ルール守れの立憲主義、そして主権者国民の声を聞けという民主主義、それぞれの立場からの戦争法案反対の運動が合流し、参議院段階のたたかいにむけて希望をつなぐ状況を作り出した。
　また、政治的にも、衆議院での強行採決の動きが強まる中で、法案に反対する野党の連携も深まり、7月4日には野党党首会談が行われ、国会前の行動にも各党の幹部が足を運ぶ状況となった。そして、採決強行後も参議院段階での廃案を共同してめざすことが確認された。国会の中と外の連携の深まりが可視化され、市民の運動をさらに前進させる力ともなった。
　7月18日には、作家の澤地久枝さんなどが呼びかけた「アベ政治を許さない
」のスタンディング・アピールが呼びかけられ、7月24日には、「安倍NO！実行委員会」が呼びかけた国会行動が取り組まれるなど、戦争法案反対のたたかいと安倍政権打倒の取り組みが連携し始めたのもこの時期であった。

(6)　総がかり行動実行委員会は、衆議院での強行採決以降も行動に連続して取り組み、7月28日に開催した日比谷野外音楽堂の集会で、「8.30国会10万人、全国100万人大行動」を呼びかけた。

　憲法共同センターは、この呼びかけの具体化をめざし、70年目の節目となる原水爆禁止世界大会の成功や、安倍首相の70年談話での歴史修正に反対する取り組みとも一体で、その特性も活かしながら、全国的な運動強化に取り組んだ。

　雨天の取り組みとなった8月30日には、国会と霞が関周辺に12万人が参加し、「2000か所以上で数千回をこえる抗議」「累計して130万人以上の人が路上に出て声をあげた」（9月15日参議院特別委員会、中央公聴会での奥田愛基公述人の発言）状況となった。
参加者数も行動箇所もかつてない規模となり、戦争法案廃止の世論の強さを行動で示すとともに、幅広い市民運動としてたたかいが広がっていることを確信させる取り組みとなった。このような全国一斉の取り組みとして「8.30行動」を成功させるため、憲法共同センター参加の各団体は大いに奮闘した。
　このような運動の高まりが、政府・与党を追い詰め、参議院最終盤での暴力的な「採決」とならざるを得ない状況を作り出すこととなった。

(7)　9月に入り安倍首相は、戦争法案の強行成立を公言するようになった。このことから、総がかり行動実行委員会は9月8日以降、ほぼ連日の行動をよびかけた。
とりわけ、9月14日以降、国会正門前での行動には3万～4万人の市民が押し寄せ、国会内で奮闘する野党を激励し、終日、法案成立反対、安倍内閣退陣の声で国会を包囲し続けた。同様の状況は、全国各地にも広がった。

　9月17日の参議院特別委員会で、議事録も取れない異常な状況下で戦争法案の「採決」が強行された。前日開かれた地方公聴会の報告も行われないという異常な状況であり、「採決」の有効性が疑われるものであった。

　最終盤、野党は結束して内閣不信任案を提出するなど、出来うる限りの抵抗をおこなったが、19日の未明、国会内の数の力で強行採決された。

　憲法共同センターは、19日当日の昼に、戦争法廃止の運動に引き続く取り組む決意を示す宣伝行動を実施し、違憲の法律は無効、廃止をめざしてたたい続ける立場を表明した。
　また、同日の午後には、日本共産党が戦争法廃止のための「国民連合政府」づくりを呼びかける提案を行った。

(8)　5月以降、総がかり行動実行委員会は、国会行動とこれに呼応した全国での行動を繰り返し呼びかけ、それに応えた各地の憲法共同センターなどの取り組みと、様々な立場の市民の自発的な結集が、安倍政権を震え上がらせる画期的な運動をつくり出した。総がかり行動実行委員会が取り組んだ国会前の座り込み行動は延べ19回、「5000人以上」参加した集会、行動は15回にのぼっている。
最後の木曜日行動となった9月24日にも5000人が参加し、一か月後の10月19日の国会前行動にも9500人が参加するなど、戦争国づくりは許さない、憲法のルールを守れ、政府は主権者の声を聞け、という声と運動は、戦争法成立後もいささかも衰えていない。

　戦争法は9月30日に公布されてはいるが、早期の廃止と発動させないための運動が時をおかずに開始されたことも、法案成立に反対するたたかいの高揚が作り出した状況である。

２　憲法共同センター独自の取り組みの状況
(1)　「9の日」大行動

①　毎月9日を中心にして、「9の日」大行動にとりくんだ。2014年9月、10月は、夜に日比谷公園から国会までの請願デモにとりくみ、それぞれ500人、250人が参加した。

　年明け以降は、憲法東京共同センターと共催して、宣伝行動にとりくみ、毎回50人以上の参加で、1500枚のチラシとティッシュを配布し、署名に応ずる人も格段に増えた。「安倍さんは怖い」「戦争する国づくりはイヤ」という反応が大きくなるのを実感する状況となった。
②　各団体が持ち回りで、毎月宣伝チラシ版下と宣伝スポットを作成し、全国での活用を呼びかけた。また、憲法共同センター宣伝リーフは、約65万枚が活用された。

これらを利用して、地方でも宣伝を中心に「9の日」大行動がとりくまれて、東京や神奈川、埼玉などでは毎月の宣伝が50～100カ所以上にのぼっていることが報告されている。

　③　運営委員会団体、構成・賛同団体それぞれの目的と特性をいかし、統一的で、情勢に応えた行動として、民主団体・労働組合の力を発揮する場となった。
(2)　署名提出行動について

　各団体が取り組んだ署名の集約点として、提出院内集会をこの1年間で8回とりくみ、約210万人分の署名を提出した。

1 　2014年6月11日署名提出集会

　22団体87人参加し、23万人分の署名を提出した。

2 　2014年10月29日署名提出院内集会
45人が参加し、35万4247人分を提出

③　2015年2月25日署名提出、意思統一集会

渡辺治さんを講師に招き、学習と署名提出の院内集会にとりくみ、150人以上が参加。

憲法署名、集団的自衛権行使容認の撤回署名、秘密保護法撤廃署名等34万2,780人分を提出

④　2015年5月21日院内集会・議員要請
38人が参加し12,692人分の署名を提出

⑤　2015年6月4日、「止めよう！戦争法案　署名提出院内集会＆議員要請行動」
集会には東京土建など、首都圏から220人が参加
戦争法案反対、憲法改悪反対など14万2679人分の署名提出
⑥　2015年7月14日、「止めよう！戦争法案7.14署名提出決起集会」
18都道府県、22団体（東京除く）から330人が参加し、36万9006人分の署名を積み上げた。

⑦　8月26日「止めよう！戦争法案　8. 26議員要請・署名提出院内集会」
9都道府県から39団体、82人が参加し、憲法署名や戦争法案に反対する署名など23万3107人分の署名を提出。

⑧　9月10日「止めよう！戦争法案　9.10議員要請・署名提出院内集会」を開催
284人が参加、41万2299人分の署名を提出

(3)　全国へのたたかい強化のよびかけ、アピールの発表、ニュースの発行

　2014年6月、10月、2015年3月、4月、7月、8月、9月の7回、たたかい強化にむけてアピールを発表した。
全国のたたかいや情勢の共有化を主な目的としてニュースを発行し、1年間で112号まで発行した。
宣伝資材として、2014年7月に宣伝テープを作成し、活用を呼びかけた。
３　戦争法成立後の情勢

(1)　戦争法成立後の世論調査では、「法が違憲である」と過半数が答え、「成立反対」も6割近くにのぼり、8割が「政府は説明不足」だとしており、法成立以前と大きく変わってはいない。

　戦争法案に反対してたたかった主要な団体などは、引き続く戦争法廃止のたたかいを表明している。「学者の会」や「ママの会」は、戦争法案反対から戦争法反対に名称を変え、シールズは10月18日に渋谷での街頭宣伝を実施している。

　総がかり行動実行委員会も、10月8日に集会を開催し、毎月19日の国会行動、「2000万人」目標の戦争廃止の統一署名などを呼びかけている。

　さらに10月16日には、民主党幹事長の呼びかけで、野党5党（民主、維新、共産、社民、生活）と6団体（学者の会、ママの会、SEALDs、総がかり行動実行委員会、立憲フォーラム、日弁連）の懇談会が開かれ、民主主義、立憲主義、法治主義守れの立場での政治の実現をめざして、協議を続けていくことが確認されている。

　戦争法の違憲性を争う訴訟も、体制をとって準備されはじめている。

(2)　戦争法に対する根強い批判をかわす目的も持って、安倍首相は10月7日に内閣改造を行い、第3次安倍内閣を発足させた。閣僚の顔ぶれは、改憲を志向する日本会議のメンバーが大半を占め、就任後に靖国神社の秋の大祭に3人の閣僚が参拝するなど、極右的な性格は変わっていない。改造後の支持率も「ご祝儀相場」までは上昇してはいない。
　安倍首相は、戦争法の強行成立直後は経済政策重視だとして、アベノミクスのあらたな課題として「新三本の矢」を示し、「一億総活躍社会」を打ち出した。戦争法で陰りが見え始めた支持率を、経済政策優先の姿勢を示すことで回復をねらい、来夏の参議院選挙対策を強める目的であることは明らかである。
　また、世論調査でも、反対意見が6割近くであることは変わらないものの、賛成意見が増え始めていることは見過ごせない。官邸のホームページでの「戦争法説明資料」でも明らかなように、中国や北朝鮮の「脅威」をあおり、日米軍事同盟強化が安全保障を高める「抑止力」となるとする説明を繰り返し、憲法との関係や、戦争法強行の暴力的な経過から国民の目をそらす動きを強めている。

　さらに、日本経団連などの財界は、武器輸出や自衛隊装備の改編による儲けの場の拡大への思惑もあって、「戦争する国づくり」に概ね好意的であることも見過ごせない。

これらのことからしても、これからの取り組みの強化が求められている。

(3)　安倍首相は、新たに横須賀に母港をおいた原子力空母・ロナルドレーガンに乗船して日米軍事同盟強化をアピールし、戦争法の具体化実施に向けた交戦規程の改定などに着手し、2016年度概算要求では前年度比でさらに軍事費を積み増すなど、戦争法の具体化、発動に向けた動きを加速させている。
　戦争法は、2016年3月末までに施行されることになる。南スーダンに派遣されるPKO部隊への駆け付け警護任務の新たな付与、アフガニスタンでの国際治安支援部隊（ISAF）への自衛隊参加の可能性など、戦争法発動の危険性が高まっていく状況にある。

　また、戦争する国への体制づくりの一環として、特定秘密保護法などの軍事関連法制や「経済的徴兵」への布石となりうる社会保障改悪、労働法制改悪、TPP、さらには戦争する人づくりとしての教育再生の動きなど、国民のくらしに直結する課題での矛盾の深まりは避けられない。
　さらに、9月24日の記者会見で安倍首相は、2016年参議院選挙で憲法改正を公約に掲げることを明言し、参議院選挙後にも改憲投票をめざす姿勢を改めてしめしている。そのこともあり、橋下大阪市長が主導する「大阪維新の会」の国政での前進にも強い期待を寄せていることを隠そうとしていない。
　このような動きをストップさせる中心の運動課題に、戦争法廃止、集団的自衛権行使容認の閣議決定を撤回する政治の実現をおき、憲法共同センターとしての運動の強化と、総がかり行動実行委員会での積極的な役割発揮、さらにはより広範な共同を追求する。
4.　今後のたたかいについて

　憲法違反の戦争法を一刻も早く廃止し、平和主義を再生し、立憲主義、民主主義をこの国に取り戻すために、憲法共同センターとしての運動をさらに強める。法成立後のあらたな情勢のもとで、決意をあらたに取り組みを進める。

安倍政権を早期に退陣に追い込むためにも、注目を集めている日本共産党の「国民連合政権」提案は、戦争法を一刻も早く廃止し、立憲主義、民主主義を取り戻すこと、そのために運動を強化すること、安倍政権にかわる新しい政権をつくること、そのために参院選で選挙協力することなどを呼び掛けに留意し、運動を広げる。

この間の運動で高まっている野党共闘への国民的期待の前進、発展に、憲法共同センターとしての努力と役割を発揮する。
戦争法を廃止に追い込む政治状況を作り出し、改憲策動を断念させるため、2016年夏の参議院選挙を節目に、やれることはすべてやりきる決意と構えで取り組みを進める。
(1)　戦争法の危険な本質、憲法に違反していることを学び、知らせる取り組みを強める。

　国会論戦の到達点も含め、戦争法が憲法違反の法律であり、アメリカと一緒に戦争する国づくりのための法律であることの学習の場を、組織の内外を対象に組織する。
　南スーダンでのPKO部隊の現実の危険性、軍事費拡大と国民生活、日米軍事同盟強化のもとでの在日米軍と自衛隊の日常的な共同強化など、戦争法の現実的な危険性と本質についての学習を、他の課題とも連携させて多様に取り組む。
(2)　総がかり行動実行委員会が呼びかける「戦争法の廃止を求める統一署名」を軸に、戦争法廃止の世論をさらに高め、共闘の前進・発展をめざす。

総がかり行動実行委員会に参加する組織だけでなく、学者の会やSEALDsなど、戦争法反対の運動をたたかった団体が、戦争法を廃止する政治状況を作り出すことも確認して取り組む「戦争法の廃止を求める統一署名」の2000万目標達成に責任を負う。憲法共同センターとして1000万人の集約をめざす。目標達成のため、統一行動などを呼びかける。

参加団体が関係する分野での「戦争法廃止」のアピールなどの組織、地域の保守層や無党派層への働きかけ、草の根の九条の会の応援などを、署名推進と合わせて重視する。
　国会議員への戦争法廃止要請、地方議会での戦争法廃止意見書採択の取り組みなどを継続、強化する。
継続してきた「9の日」宣伝の取り組み箇所を広げる。新たに提起された「19日国会行動」に呼応した全国行動を呼びかける。

(3)　戦争法の発動を許さず、戦争国家態勢づくりを許さない取り組みを進める。
　沖縄・辺野古沖への新基地建設反対のたたかいとの連携を強める。

　在日米軍基地強化など、在日米軍と自衛隊の一体化に反対する取り組みとの連携を図る。

　特定秘密保護法の廃止、軍事費削ってくらしにまわせの国民大運動との連携、社会保障改悪、労働法制改悪反対のたたかいとの連携、安倍教育再生反対の取り組みとの連携などをすすめる。

(4)　戦争する国づくり反対、改憲反対の共同の前進に奮闘する。

　総がかり行動実行委員会での役割を担い、共同の前進に努力する。

　戦争法案に反対の一点で培ってきた諸団体との共同をさらに前進させる。
　来年5月の憲法記念日を改憲反対の声を総結集する全国一斉の行動日として成功させる準備を開始する。
　「安倍NO実行委員会」など、安倍政権打倒の共同の取り組みとの連携を図る。
　憲法共同センターの共同をさらに進化させ、統一的な取り組みと全国闘争の前進をめざす。運営委員会、事務局会議を定期的に開催する。2016年2月に、全国交流集会を開催する。重要な段階では、国会行動や統一行動などを提起する。

　憲法共同センターニュースを引き続き発行する。

以　上
